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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、東日本大震災がいかなる社会変容をもたらす出来事として、社会成員に捉
えられているかを、実証的に明らかにすることである。
以上の目的に即して、政治意識、公共性、復興政策、社会政策、原発事故への不安感、ボランティア行動や寄付などの
利他行為について、全国と被災三県を対象にして大規模調査をおこなうとともに、宮城県石巻市、宮城県女川町、岩手
県釜石市、岩手県大槌町における質的な調査もあわせて実施し、大災害がもたらす意識構造の変容についての理論的洞
察を得た。

研究成果の概要（英文）：The goal of our research group was to explore what kind of social change did the 
Japanese regard the Great East Japan Earthquake as.
According to this research purpose, we conducted 2 social survey using two-stage stratified random 
sampling procedure. Survey area are Nationwide (sample size is 2000) and disaster-area (sample size is 
600; location is Miyagi Prefecture, Fukushima and Iwate prefectures). This questionnaire involved 
political opinion, social network, social stratification, religion, attitudes toward recovery policy and 
social policy, anxious about food safety, and altruism such as voluntary activity and donation. 
Additionally, we conducted fieldwork in the cities of Ishinomaki, Onagawa, Kamaishi, Otsuchi.
This research provided us theoritical findings concerning the structure of social consciousness in the 
aftermath of this disaster.

研究分野： 社会学
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１．研究開始当初の背景 
 本研究開始当初の背景には、2 つの問題関
心があった。 
 第 1 に、東日本大震災とそれに付随した各
種の複合的な被害を、社会システムの損傷・
破壊という枠組みからだけでなく、平時から
存在していた社会システムの問題点が暴露
され、社会変動をもたらす契機と捉えること
である。 
 第 2 に、対象となる社会成員を、「被災地
住民」に限定せず、その他の国民を含みこん
だ形で考えることである。社会変動の契機と
して東日本大震災を捉えるためには、「被災
地」を対象地として設定し、その被害状況や
復興の方法を議論するだけでは十分ではな
いと考えたからである。 
 東日本大震災後の日本は、自治体や街区レ
ベルでのミクロな復旧・復興について、議論
が活発におこなわれていたが、国政レベルで
のマクロな復旧・復興については、研究開始
当時、それほど議論が活発ではなく、また、
国民のなかでの議論がフィードバックされ
ている兆しがあまり見られなかった。東日本
大震災は、マクロな社会変動をともなう出来
事であり、復興政策についても、国民からの
同意調達がたいへん重要だった。だからこそ、
ミクロなレベルでの災害研究だけでなく、マ
クロなレベルからのアプローチが必要であ
ると考えた。 
 以上の点を考えるうえで、重要な点は、規
範の問題であると考えた。「いかなる社会が
望ましいか」という点を考慮しなければ、マ
クロなレベルでの議論は表層の域を出ない
上に、復興に関する政策決定も、単なる利害
や権力の争いとなるからである。また、先進
国のなかで最悪とされる国債負担があるな
かで、いかなる政策に資金を投入すればよい
かを判断する際も、規範や価値の問題を避け
ることはできないと考えた。 
 以上を踏まえた上で、とりわけ人文社会系
の学問知に求められるのは、①「望ましい震
災後の社会とは何か」――すなわち、いかな
る価値や規範に基づいて震災後の社会を構
築していけばよいかという「規範的アプロー
チ」と、②「人々は何を望ましい震災後の社
会として考えているか」――すなわち、社会
成員がいかなる価値や規範に基づいて震災
後の社会を捉えているか、という「規範に関
する記述的アプローチ」の２つである。 
 ①の理論的作業は、複数の学問領域で協同
してとりくむべき課題であるが、一方で、②
の作業は、社会意識について経験的な作業を
おこなってきた社会学に固有の仕事であり、
とりわけ震災直後という現時点では社会学
者が優先的に引き受けるべきものであった。 
 本研究グループは、上記の問題意識と社会
的要請のもと、②の「規範に関する記述的ア
プローチ」に焦点をしぼって研究をおこなう
ことを考えた。具体的には以下の問いを解き
明かそうと考えた。 

 すなわち、社会成員は「震災に対する復
興・復旧」についていかなる意見の相違を持
っているか。また、そうした意見の相違が、
いかなる規範や価値観のもとで生じている
のか。そして、こうした意見の相違が、階層
的地位も含めた複数の変数のなかでいかに
規定されているのか、である。 
 
２．研究の目的 
 研究開始当初の背景にもとづき、本研究で
は、東日本大震災がいかなる社会変容をもた
らすと社会成員に捉えられているかを実証
的に明らかにし、それを通して、社会成員の
合意を得られる復興計画の策定の基礎デー
タを整備することを目的にした。 
 具体的には、全国と被災三県（岩手県、宮
城県、福島県）のそれぞれを対象に調査票調
査をおこない、計量的な実態分析することを
試みた。 
 本研究は、災害社会学、社会意識論、社会
変動論といった領域に貢献することを目的
に構想したが、一方で、社会に還元すること
も強く意識した。これからの復興計画には、
国民的コンセンサスがどうしても必要とな
る。よって、本調査研究は、公共的な議論を
活発化させるために必要な基礎データを整
備することも、その目的の 1 つにした。 
  
３．研究の方法 
 本研究は、東日本大震災に対する日本人の
価値意識や社会的態度の構造を明らかにす
ることを目的として、①先行研究のサーベイ
およびインターネットでのパイロット調査
を実施しながら作業仮説の形成と調査票の
確定をおこない、②2000 サンプルの全国調査
と 600 サンプルの被災三県調査を実施した。 
 なお、②の調査概要は以下のとおりである。 
 
「東日本大震災からの復興に向けた総合的
社会調査」（全国調査）の概要 
 調査対象： 全国の満 20 歳以上 80 歳未満
の男女 
 標本数：2,000 
 調査実施期間：新情報センター 
 抽出方法： 住民基本台帳にもとづく層化
二段無作為抽出法 
 調査実施期間：2012 年 11 月 
 調査方法：調査員による訪問留置訪問回収法 
 有効回収数：1,216 人（60.8％） 
 
「東日本大震災からの復興に向けた総合的
社会調査」（三県調査）の概要 
 調査対象： 岩手県・宮城県・福島県の満
20 歳以上 80歳未満の男女 
 標本数：600 
 調査実施期間：新情報センター 
 抽出方法： 住民基本台帳にもとづく層化
二段無作為抽出法 
 調査実施期間：2012 年 11 月 
 調査方法：調査員による訪問留置訪問回収法 



 有効回収数：388 人（64.7％） 
 
 調査項目は、基本的なフェースシート項目
に加えて、（1）東日本大震災がいかに認知さ
れているか、（2）このたびの震災がいかなる
社会問題を顕わにしたか、（3）ボランティア
活動や寄付行為などの「利他性」、（4）震災
復興に対する公共支出への態度、政府責任に
関する意見、（5）震災復興と関連する福祉／
社会保障施策についての社会的態度（高福祉,
必要原則,普遍性,公私関係,権利性など）を
主張な質問項目とした。 
 
４．研究成果 
 研究成果は、多岐にわたるが、ここでは、
②の全国／三県の調査結果を記したい。 
 
Ⅰ．将来の災害に対する不安 
 震災後、日本社会は震災によってうけた打
撃から立ち直るため、さまざまに努力してき
た。しかし、大震災や津波、原発事故は、将
来も起こる可能性がある。人びとはこのリス
クについて、どう感じているだろうか。 
「地震の発生」、「地震による身体や生命への 
脅威」、「原発事故」、「災害時のモノ不足」、「災 
害時の情報不足」に対する不安を全国調査お
よび三県調査で聞いた。これによれば、「地
震の発生」、「地震による身体や生命への脅
威」に対する不安は、今後巨大地震の発生が
予想されている地域で高い。一方、「原発事
故」に対する不安は、統計的に有意な地域差
はない。また、「モノ不足」や「情報不足」
に対する不安は、東日本大震災で被災した東
北・関東で高い。 
 将来の災害、事故に対する不安感は、自分
自身のリアリティと不安がつよく結びつい
ていることが分かる。いいかえれば、リアリ
ティを感じられない災害や事故に関しては、
人は強い関心を持たないともいえる。しかし、
今後、日本のどこで災害が起こるかもしれず、
また、起こった場所にかかわらず、復興には
日本全体で助け合う必要があることを考え
れば、他地域でも東日本大震災に対する「想
像力」を充分に涵養することが必要といえる。 
 
Ⅱ．物資や情報の入手困難に関する不安 
 もし現実に大災害が起こったら、生命や家
屋の危機とともに、広い範囲で物資や情報の
入手困難が発生すると予想される。本調査に
よれば、生活物資や情報の入手が困難になる
ことに関する不安は、東北で最も高いが、関
東もそれに迫る。また、都市規模別でみると、
東京 23 区での高さが目につく。これは、格
差問題における相対的剥奪にも似た感覚か
もしれない。すなわち、23 区では、平常時は
過剰なまでに豊かな物資や情報に囲まれて
いる。それが「失われる」という不安は、そ
れ以外の地域にくらべて大きく感じられる
可能性がある。いいかえれば、実際に災害が 
起こったときも、都市部では、物資欠乏に関

するパニックや情報欠乏に関するパニック
が起こりやすいとも予想される。 
 また、高齢者や一人暮らしの人は、不安を
感じやすいという結果が出た。順序回帰分析
では、生活必需品入手困難については年代が
1％水準で有意な相関となった。 
 
Ⅲ．災害時に頼れるのは誰か 
「今お住まいの地域で自然災害が起こった
とき、あなたにとって頼りになると思うのは
次のうちどれですか？」という質問に対する
「全国調査」の結果であるが、全体で言えば、
頼りにしている人が多いのは、「家族」
（88.9％）、「近所の人」（55.2％）、「親戚」
（45.7％）、「消防士や警察」（43.4％）、「自
衛隊」（42.9％）、「友人」（39.6％）である。
「友人」という私的な社会関係を頼りにする
人は意外に少ない。高年齢層に関していえば、
他の年齢層にくらべて、「近所の人」（67.1％）、
「消防士や警察」（46.3％）、「NPO やボランテ
ィア」（26.1％）、「市や県の職員」（17.6％）
が多く、「友人」（33.3％）が少ない。髙年齢
になると、私的な関係が弱くなり、かわりに
地域など公共的関係に頼ることが多くなる。
また、「一人暮らし」の人びとは、同居家族 
がいる人びとにくらべて、「近所の人」
（62.0%）、「友人」（45.6％）、「NPO やボラン
ティア」（27.8％）が多く、「家族」（59.5%）、
「親戚」（35.4%）が非常に少なくなっている。
すなわち、血縁関係が弱く、地域、ボランテ
ィア、友人など、有志的な支援に頼ることに
なっている。 
 こうした「頼りにしている人」は実際に頼
りになったのか。 
 全体として、血縁、地縁による支援が大き
い。また、自治体、職員、警察や消防署員、
自衛隊、NPO・ボランティアなどの公的支援
については、「期待」にくらべて、実際に「頼
りになった」との回答は顕著に低くなってい
る。高齢者は他の世代にくらべて、家族・親
戚・友人からの支援が低く、近所の人が「頼
りになった」と答えている割合が高い。同居
人数の少ない人は、家族が「頼りになった」
割合が低い。結局、災害時、最も頼りになる
と期待されており、また、実際に頼りになっ
たのは「家族」ということになる。しかし、
高齢者や独居者では、家族からの支援があま
り期待できず、取り残される恐れがある。ま
た、高齢者や独居者だけでなく、公的な支援
や、NPO・ボランティアに対する期待は高い
が、現実には充分とはいえないようである。 
 
Ⅳ．いかなる復興が求められたか 
 人々は復興における「政府の責任」につい
てどう考えたか。 
 被災者支援に関する国の責任については、
被災 3 県調査、全国調査において 9 割の人
が「被災した高齢者が世間並みの生活を送れ
るようにすること」「被災による失業者が世
間並みの生活が送れるようにすること」、8 



割の人が「家を失ったすべての人に住居を提
供すること」を政府の責任である（「明らか
に政府の責任である」「どちらかといえば政
府の責任である」と回答した人の合計）と回
答している。 
 同様に、就労・産業、NPO 支援に関しては
「被災地域です新しい産業が根付くように
援助をおこなうこと」「被災地域で、活動す
る NPO に経済的な援助をおこなうこと」を政
府の責任であると回答している。なお「働く
意志のある被災者すべてが仕事につけるよ
うにすること」という項目において、被災 3 
県において 7 割、全国において 8 割が政府
の責任であると答えており、被災地において
は、就業については若干ながら、個人の責任
であると考えている人が多いことがわかる。
なお、被災者支援においては、個別の施策に
関わらず、公的支援を充実すべき、公的責任
として被災者を支えるべきという考え方の
方が多数であって、「大きな政府」を志向し
ていることがわかる。 
 そして、「現在、国や自治体が進めている
復興策は、被災者が安心して暮らしていくた
めの、心強い支えになっている」と回答して
いる人は 3 割強と多くなかった。現在の全国
民も、被災 3県の人も、政府の現在の復興策
に不満を持っていた。全般的に、復興におけ
る政府の責任に関する考え方という点では、
被災県と全国で大きな違いはみられない。 
「震災前の状態に戻すのではなく、新しい復
興プランによって再生を図るべきで、ある」 
との考え方については、被災 3 県、全国でも
多くの人が同意している。 
「復興を進めるためには、ある程度の増税は
やむをえない」との考えは被災 3 県で 6 割、
全国では 7割と、負担増については被災 3 県
の方が若干同意する人が少ない。 
「津波の浸水地域には住宅を建てるべきで
ない」「被災地の状況によって地域住民を別
の場所に移住させるべきである」との考えは
被災 3 県で 8 割強、全国では 7 割強、「被災
地の状況によって地域住民を別の場所に移
住させるべきである」との考えは、被災 3 県
で 7 割強、全国では 7 割弱と、若干項目に
よって違いがあるものの大きな違いはなか
った。 
「復興財源は誰もが平等に負担する消費税
でまかなうべきだ」「復興財源は豊かな人々
が多く負担する所得税でまかなうべきだ」と
の考えについては、被災 3 県、全国両者でも
6 割の人が所得税で賄うべきとの考え方を
持っており、ほとんど違いはみられない。「国
債を増やしてでも、復興のスピードを速める
べきだ」「たとえ復興が遅れたとしても、国
債の発行は控えるべきだ」との考えについて
前者に同意する人は被災 3 県で 7 割、全国
では 6 割と若干の違いはあるが、あまり大き
な違いはみられない。 
「被災した商業地区には商店街を設けるべ
きだ」「被災した商業地区にはショッヒ。ン

グモールを設けるべきだ」という考えについ
て問うてみたが、あまり大きな差はみられな
かった。 
 全体として、被災者支援においては積極的
に公的支援を行うべきという「大きな政府」
を志向していることがわかる。 
 自然災害においては、「自立再建」が原則
となっているが、現状としては、公的責任と
して被災者を支えるべきという考え方が多
数であることが分かる。また、増税や、国債
の発行などにより、国民の負担、政府の負担
を増やしても復興のスピードを速めるべき
だと考えている人も多い。これらは重要な点
を浮かび上がらせる。基本的に、復興政策に
関する意識は、全国と被災三県では大きな違
いがないということである。 
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